
主要農作物種⼦法（種⼦法）の廃⽌について
〜よくあるご質問〜

A. ⾏政の⼒に⺠間の⼒を加えて、需要に応じた多様な種⼦が
供給されるようにするためです。

なぜ種⼦法を廃⽌したのですか？Q１

法制定から60年以上が経過し、種⼦の⽣産技術や品質も向上し、またコメ
の供給不⾜も解消されました。
⼀⽅で、法律により全ての都道府県に⼀律に原種・原原種の⽣産などを義

務付けるというやり⽅を続けてきた結果、いわゆるブランド⽶の種⼦供給は
各都道府県で積極的に⾏われてきましたが、近年、需要の伸びている中⾷・
外⾷⽤途に適した低コストで⽣産可能な多収品種等の種⼦供給はほとんど⾏
われていないなど、多様化する需要に対応できなくなりつつありました。
こうしたことから、法律により⼀律に義務付けるというやり⽅を⽌めると

ともに、農業競争⼒強化⽀援法を制定することで、都道府県の⼒に加えて、
⺠間事業者の⼒も⽣かした種⼦の供給体制を構築し、多様な需要に応じた種
⼦が供給される環境を整備することとしました。

A. 種⼦法は外資系企業の参⼊や遺伝⼦組換え作物とは関係な
く、廃⽌により規制が緩和されるものではありません。

外資系企業に種を⽀配されて、価格が⾼くなったり、
遺伝⼦組換え作物が流⼊することはないですか？Q２

種⼦法は、外資系企業の参⼊や遺伝⼦組換え作物の⽣産を規制する法律で
はないため、種⼦法の廃⽌によりこれらの規制が緩和されるということはあ
りません（遺伝⼦組換え作物については、カルタヘナ法※や⾷品衛⽣法、飼
料安全法といった別の法律で規制されています）。
また、⺠間企業により供給される種⼦の中には、都道府県が供給する種⼦

に⽐べて価格が⾼いものがありますが、これらについては、収量性が⾼く⽣
産物の販売収⼊が多くなるなどの理由により、農業者の経営判断の中で活⽤
されているところです。
※「遺伝⼦組換え⽣物等の使⽤等の規制による⽣物の多様性の確保に関する法律」の通称

【種⼦法とは？】
戦後、⾷糧増産のために稲、⻨類、⼤⾖の優良な種⼦の⽣産・普及を促す⽬的で作られた法律

です（昭和27年５⽉制定、平成30年４⽉廃⽌）。
種⼦は、①品種の開発、②種⼦の増殖、③流通というステップを経て農業者のもとに届きます

が、種⼦法はこのうち「②種⼦の増殖」について、原種・原原種※の⽣産などを全ての都道府県に
義務付けることで、優良な種⼦の⽣産や普及を促すことを⽬的とした法律でした。
なお、品種開発については種⼦法とは別の枠組により、国や都道府県、⺠間の研究機関で⾏わ

れています。
※原種：農業者が使⽤する種⼦の親種、原原種：原種の親種



A. むしろ、多様な種⼦を供給するための法廃⽌であり、品種
の多様性が失われることは考えられません。

種⼦法がなくなると品種の多様性が失われませんか？Q４

A. それぞれの地域の実情に応じて種⼦供給体制を構築しよう
としているもので、法廃⽌の趣旨に反するものではありま
せん。

各地で種⼦条例が作られていますが、種⼦法を廃⽌し
た意味がなくなってしまいませんか？Q５

例えば、稲、⻨類及び⼤⾖以外の作物も対象にするなど、都道府県が、そ
れぞれの地域の状況に応じて条例を制定することは、地域にとって必要な措
置を⾃ら判断して講じようとしているものと受け⽌めています。
これは、多様なニーズに応じた種⼦供給体制を構築するという、種⼦法廃

⽌の考え⽅に沿うものであると考えています。

種⼦法を廃⽌し、全国⼀律に義務付けるというやり⽅を⽌めるとともに、
農業競争⼒強化⽀援法により種⼦・種苗産業への⺠間事業者の参⼊を後押し
することで、都道府県のみならず⺠間事業者を含め、官⺠の総⼒を挙げて需
要に応じた種⼦の供給が⾏われる環境を整備することとしました。
種⼦法廃⽌後も、各都道府県では必要な種⼦供給業務を⾏っており、これ

に要する財政需要についても引き続き、地⽅交付税が措置されています。
さらに、新たに官⺠の連携や種⼦供給体制の整備に取り組む動き、地域の

独⾃性を反映した条例の制定等の動きも出てきており、農林⽔産省では、こ
のような現場での取組を尊重しつつ、引き続き、種⼦供給体制の整備に取り
組んでいきます。

主要農作物種⼦法（種⼦法）の廃⽌について〜よくあるご質問〜

A.種⼦法に代わり、種苗法で品質基準が設定されました。
種⼦の品質はどのように確保されるのですか？Q３

種⼦法に基づき定められていた稲、⻨類及び⼤⾖の種⼦の品質基準は、す
でに種⼦に関する⼀般法である種苗法に基づく基準に移し替えられており、
今後も種⼦の品質は確保されていきます。
また、都道府県の供給する種⼦のみならず、今まで品質基準がなかった⺠

間事業者が⽣産する種⼦についても基準が適⽤されることになりました。

お問合せ先：農林⽔産省政策統括官付穀物課03‐3502‐8111（内線4846)


